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政策の主対象は既婚・子あり・正規雇用だが、未婚・非正規が増加
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1―はじめに

　政府の成長戦略や少子化対策などにお

ける女性の活躍促進施策を眺めると、そ

の主対象は既婚で子どものいる女性のよ

うに見える。しかし、未婚化や少子化の進

行、非正規雇用者の増加等により、実は

政策の主対象ではない層が増加している。

近年の女性にまつわる変化を見ると、政

策と実態にはズレがあるようだ。

2―女性にまつわる変化

1｜就業率の上昇、出産後は退職

　ひと昔前は寿退職などと言われ、結婚

後に仕事を離れる女性が多かったが、近

年では大学進学率の上昇等を背景に、結

婚後も働き続ける女性が増えている。30

歳前後の有配偶女性の就業率は、この10

年で1割程度も上昇している*1。

　しかし、依然として、出産後の女性の就

業継続率は低い。子どもの出生年別に第1

子出産前後の妻の就業経歴をみると、直

近でも就業継続者は出産前有職者の4割

に満たない［図1］。また、就業継続率は、

実はわずかに低下している。子どもの生ま

れ年が1985～1989年では39.1%だが、

2005～2009年では37.9%である。

　就業継続状況は雇用形態で大きく異な

る［図2］。「正規職員」の就業継続率は上

昇傾向にあり、直近で約半数だが、「パー

ト等」では直近で2割に満たず、育休取得

率もごくわずかだ。

2｜非正規雇用者の増加

　近年、子育て期の女性で非正規雇用者

が増加している。雇用者に占める非正規

雇用者の割合は1990年代半ばから上昇し、

現在、女性では15～24歳の53.6%、25～

34歳の41.4%、35～44歳の54.6%を占

める。正規雇用者の就業継続率が上昇し

ても、非正規雇用者では就業継続率が依

然として低いことが、女性全体の就業継続

率が伸びない背景にあるようだ。

　なお、非正規雇用者でも育休を取得で

きるが、①同一の事業主に引き続き1年以

上雇用されていること、②子の1歳の誕生

日以降も引き続き雇用されることが見込

まれること等*2の条件を満たす必要があ

る。②は人材に余裕のない企業では確約

することが難しい。このことが、非正規雇

用女性で育休取得率や就業継続率が低い

背景にあるのだろう。

3｜未婚化、晩婚化、晩産化の進行

　ひと昔前は30代の大半が既婚だったが、

未婚化が進行し、現在、30代前半の女性

34.5%、男性47.3%、30代後半の女性

23.1%、男性35.6%が未婚だ*3。生涯未

婚率も上昇し、女性の10人に1人、男性の

5人に1人は生涯未婚だ。

　晩婚化も進行し、2012年の平均初婚年

齢は女性29.2歳、男性30.8歳、女性の第

1子平均出生年齢は2011年に30歳を超

えた（2012年は30.3歳）*4。

4｜少子化の進行

～夫婦の子ども数は大きくは変わらない

　未婚化・晩婚化、晩産化を背景に少子

化も進行している。合計特殊出生率は

1975年に2.0を下回った後、低下傾向が続

き、2012年では1.41である。

　ところで、合計特殊出生率は15～49歳

の全ての女性を対象に計算している。子

どものいる女性だけでなく、子どものいな

い女性や未婚女性も含んでいる*5。よって、

婚外子が少なく、未婚化が進行している日

本では未婚者の影響が大きくあらわれる。

　未婚者を除いた夫婦の状況をみると、

夫婦の最終的な平均子ども数（完結出
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［図1］子どもの出生年別第1子出産前後の妻の
就業経歴の推移（出産前有職者）
資料：内閣府「平成25年版男女共同参画白書」
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［図2］雇用形態別・子どもの出生年別
出産前有職女性の就業継続率の推移
資料：内閣府「平成25年版男女共同参画白書」
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生児数）は、直近調査で2人をわずかに下

回っているものの、1970年代から最近ま

でおおむね2人程度で推移している［図3］。

　完結出生児数を算出する対象は、結婚

持続期間が15～19年の夫婦であり限定的

だが、より結婚持続期間が短い夫婦の子

ども数をみても、合計特殊出生率の推移

よりも緩やかである*6。より詳細な分析は

必要だが、少子化の背景には、晩婚化・晩

産化によって夫婦の子ども数が減ったこと

だけではなく、未婚化の影響も大きい*7。

3―政策とのいくつかのギャップ

1｜成長戦略「女性の活躍」におけるギャップ

―既婚で子どものいる女性が主対象、

正規・非正規による格差も

　成長戦略では女性の活躍促進施策とし

て、特に「待機児童の解消」「女性役員・

管理職の増加」「職場復帰・再就職の支

援」「子育て後の起業支援」を掲げている

が、「女性役員・管理職の増加」を除くと、

いずれも既婚で子どものいる女性を主な

対象としている。成長戦略ではM字カーブ

の解消を喫緊の課題としているために、も

ともと就業率の高い未婚女性は対象外と

し、離職者の多い出産期以降の女性を対

象としているのかもしれない。しかし、こ

れまで述べてきた通り、現在、未婚女性が

増えており、現在は政策の主対象ではな

い層が増加している。

 「女性役員・管理職の増加」についても、

現在増えている非正規雇用者では役員や

管理職を望みにくい。また、非正規雇用者

は育休を取得し難いため、育休関連の施策

（育休3年、育休復帰支援など）の恩恵を

受けにくく、保育園利用についても不利な

立場になりやすい*8。保育所数や保育士

数を増やすことで一定の効果は望めるだ

ろうが、これだけ非正規雇用者が多い状

況を見ると、平行して雇用形態による不利

感を是正する必要もあるだろう。

2｜少子化対策におけるギャップ

―未婚者への対策の薄さ、

正規・非正規による格差も

　少子化には未婚化の影響も大きいが、

政府の少子化対策白書をみると、未婚化

の解消につながる対策はごく一部であり、

大半が既婚夫婦に向けたものだ。

　未婚化の背景の1つには経済環境の厳

しさがあるが、未婚者が該当する少子化

対策としては、非正規雇用者の雇用の安

定化や若年層のキャリア支援がある。し

かし、非正規雇用者対策は若年層に限っ

た話ではない。仮に、非正規から正規への

雇用転換を図る際、非正規雇用者の中で

競争がうまれるとすると、経験の少ない若

年層は不利である。既婚者や子どものい

る家庭に向けた少子化対策では対象が具

体的なものが多いことを鑑みると（児童

手当や公立高校無償制度、妊婦検診・出

産費用・不妊治療費の軽減、待機児童の

解消、幼児教育や保育の質の向上、放課

後対策、小児医療の充実、ひとり親家庭の

支援、特に支援が必要な子どもへの支援、

ワーク・ライフ・バランスの充実など）、直

接的に若年未婚者を救済する措置があっ

てもよいのではないだろうか。

　また、既婚者あるいは子どものいる家

庭であれば、必ず少子化対策の恩恵を受

けられるわけではない。前項同様、非正規

雇用者では育休関連の施策や保育園利用

において恩恵を受けにくい。

　政策により、更なる格差を生み出すこと

はあってはならないため、より踏み込んだ

追加対策が必要である。

［*1］総務省「労働力調査」
［*2］厚生労働省「育児休業や介護休業を
することができる期間雇用者について」
［*3］国立社会保障人口問題研究所
「人口統計資料集（2014）」
［*4］厚生労働省「平成 24年人口動態調査」
［*5］厚生労働省「平成 24年人口動態統計月報年計
（概数）の概況－参考：合計特殊出生率について」
［*6］国立社会保障人口問題研究所
「第 14回出生動向基本調査」にて
結婚期間 0～ 4年、5～ 9年、10～14年の
夫婦の子ども数の推移と合計特殊出生率の推移を
線形近似した数式の傾きの値を比較すると
合計特殊出生率のものが最も大きい。
［*7］少子化に与える未婚化の影響については、
岩澤美帆「近年の期間 TFR変動における
結婚行動および夫婦の出生行動の
変化の寄与について」（2002）、
人口問題研究、58-3、pp.15-44.に指摘あり。
［*8］出産前後の離職率が高く、
保育園入所希望時に求職中（無職）の場合、
自治体にもよるが就業者と比べて
不利になる可能性がある。
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［図3］夫婦の完結出生児数の推移
資料：国立社会保障人口問題研究所「第14回出生動向基本調査」
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注意 : 夫婦の完結出生児数は結婚持続期間15～19年の
初婚どうしの夫婦の平均出生子ども数。
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